
調 査 の 概 要

１ 調査の目的

学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に定める学校，同法第８２条の２に定める専修学校

及び第８３条に定める各種学校について，学校教育行政上に必要な学校に関する基本的事項を明らか

にすることを目的とする。

２ 調査の根拠

統計法(昭和２２年法律第１８号)及び学校基本調査規則(昭和２７年文部省令第４号)による。

３ 調査の範囲

(1) 学校教育法第１条による学校のうち，大学及び国立の学校を除く公立・私立の小学校，中学校，

高等学校，中等教育学校，盲・聾・養護学校及び幼稚園

(2) 同法第８２条の２による専修学校

(3) 同法第８３条による各種学校

(4) 同法第２３条による不就学学齢児童及び第３９条による不就学学齢生徒

※ 国立校については，県の調査対象外であるが，本報告書には協力を得て加えてある。

４ 調査期日

平成１７年５月１日

５ 調査の種類等

調 査 の 種 類 調 査 事 項 申 告 者

学 校 調 査 名称及び所在地，学部･学科･課程又は学級数， 学 校 の 長

教職員数，在籍状況等

学 校 通 信 教 育 調 査 名称及び所在地，教職員数，在籍状況等 通信制課程を置く

高等学校の長

不就学学齢児童生徒調査 教育委員会の名称及び所在地，就学の免除及び 市町村教育委員会

猶予の状況，居所不明数，死亡者数

学 校 施 設 調 査 名称及び所在地，土地又は建物の面積 私立学校の設置者

公立の専修・各種

学校の長

卒 業 後 の 状 況 調 査 卒業者の進学，就職等の状況 学 校 の 長

６ 調査方法等

(1) この調査は全数調査の方法によって行った。

(2) 申告者から提出された調査票及び電子調査票収集システムにより申告された調査票は，審査

のうえ，電子計算機による処理を行い，調査票の内容を収録した磁気テープ及び都道府県集計

表を文部科学大臣に提出した。



７ 調査系統

小学校，中学校，高等学校，中等教育学校，盲学

調 校，聾学校，養護学校，幼稚園，専修学校及び各 学校施設調査

査 種学校を設置する文部科学大臣所轄学校法人

票 調

の 査 都道府県立高等学校及び中等教育学校 学校調査・学校通信教育調査

配 票 の長 ・卒業後の状況調査

付 の

提 都道府県立中学校，盲学校，聾学校 学校調査・卒業後の状況調査

出 及び養護学校の長

文 都 都道府県立小学校及び幼稚園の長 学校調査

部 道

科 府 都道府県立の専修学校及び各種学校の長 学校調査・学校施設調査

学 県

大 知 市町村立高等学校及び中等教育学校 学校調査・学校通信教育調査

臣 事 の長 ・卒業後の状況調査

私立高等学校及び中等教育学校 学校調査・学校通信教育調査

の長 ・卒業後の状況調査

高等学校及び中等教育学校を設置する学校法人 学校施設調査

（文部科学大臣所轄学校法人を除く。）

市町村立中学校，盲学校，聾学校 学校調査・卒業後の状況調査

及び養護学校の長

市町村立小学校及び幼稚園の長 学校調査

市

町 市町村立専修学校及び各種学校の長 学校調査・学校施設調査

村

長 市町村教育委員会 不就学学齢児童生徒調査

私立中学校，盲学校，聾学校及び養護学校の長 学校調査，卒業後の状況調査

私立小学校，幼稚園，専修学校及び各種学校の長 学校調査

私立小学校，中学校，盲学校，聾学校，養護学校，幼稚園，

専修学校及び各種学校の設置者（文部科学大臣所轄学校法人， 学校施設調査

高等学校及び中等教育学校を設置する学校法人を除く。）



８ 利用上の注意点

(1) 本書の数値は千葉県分を取りまとめたものである。全国及び他の都道府県の数値は文部科学省速報値

であり，文部科学省が公表する数値をもって確定値とする。

(2) 比率算出については，少数第２位を四捨五入した。そのため構成比では合計が１００とならない場合

がある。

(3) 統計表の中の記号は次のように使う。

「…」 計数があり得ない場合又は計数を入手していない場合

「―」 計数が「0」の場合

「0.0」 計数が単位未満の場合

「△」 減少を示す

「※」 「※」以下の市町村については，調査しているものの該当がないので省略した。

但し，市町村別統計表については，調査校のない市町村については空欄とした。

(4) 用語の意味は次のとおりである。

・単式学級・複式学級・７５条学級

単式学級 ……… 同学年の児童，生徒のみで編成されている学級

複式学級 ……… ２学年以上の児童，生徒で編成されている学級

７５条学級 …… 学校教育法第７５条第１項各号に該当する児童，生徒で編成されている学級

・専修学校と各種学校

両方とも学校教育法に基づく教育施設で，職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し，又は

教養の向上を図ることを目的とするものであるが，以下の点で主な違いがある

区 分 専 修 学 校 各 種 学 校

修業年限 １年以上であること １年以上とする。

修業期間 ただし，簡易に修得できる技術，技芸

等の課程については３カ月以上１年

未満とすることができる。

授業時数 １年間にわたり学科ごとに８００時間 １年以上の場合は１年間にわたり

以上とする。 ６８０時間以上，１年未満では修業

ただし，夜間学科等にあっては修業年限に 期間に応じて授業時数を減じて定める

応じて授業時数を減じられるが，１年間の ものとする。

授業時数は４５０時間を下ることができ

ない。

そ の 他 教育を受ける者が常時４０人以上であること

・専修学校の課程

高等課程 中学校若しくはこれに準ずる学校を卒業した者，又はこれと同等以上の学力が

あると認められた者に対して行う課程

専門課程 高等学校若しくはこれに準ずる学校を卒業した者，又はこれに準ずる学力が

あると認められた者に対して行う課程

一般課程 高等課程又は専門課程の教育以外の教育を行う課程



・高等学校(又は大学)等進学率
高等学校(又は大学)等進学者数

高等学校(又は大学)等進学率 ＝ × １００
卒 業 者 総 数

高等学校等進学者：高等学校（本科)の全日制･定時制･通信制，高等学校(別科)，中等教育学校

後期課程の本科及び別科，高等専門学校，盲･聾･養護学校高等部の本科・

別科へ進学した者(進学しかつ就職した者を含む)

大学等進学者：大学(学部)，短期大学(本科)，大学･短期大学の通信教育部及び放送大学，大学･

短期大学(別科)・高等学校(専攻科)，盲･聾･養護学校高等部(専攻科)へ進学した

者(進学しかつ就職した者を含む)

・就職率

就職者総数
就職率＝ × １００

卒業者総数

就職者総数：就職者に高等学校(又は大学)等進学者，専修学校進学者，専修学校(一般課程)等

入学者，公共職業能力開発施設等入学者のうち就職している者を加えた人数(一時

的な仕事に就いた者は含まない)

専修学校(一般課程)等入学者：専修学校(一般課程)(高等学校卒業者では高等課程も含む)及び

各種学校に入学した者

一時的な仕事に就いた者：アルバイト・パート等臨時的な収入を目的とする仕事に就いた者


